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○企業会計を含む全会計の合計は、震災以降、引き続き１兆円超の規模。

○「多様な力で未来を創る、新たな杜の都への挑戦」のもと、「若い力が育ち、活躍するまちへの挑戦」「創造と可能性への挑戦」
「自然と共存する防災環境都市づくりへの挑戦」「暮らしを守る安全・安心への挑戦」「市役所経営への挑戦」に予算を重点配分。

※詳細は次頁以降を参照

令和２年度 令和元年度 増減額 前年度比

一般会計 5,411億円 5,563億円 △152億円 97.3%

特別会計 3,064億円 3,170億円 △106億円 96.7%

企業会計 2,313億円 2,360億円 △47億円 98.0%

合計 1兆788億円 1兆1,093億円 △305億円 97.3%

※一般会計における復旧・復興事業費は113億円

■全体予算規模

■概要

１．令和２年度予算（案）の施策体系
２．教育環境の充実
３．子育て応援のまちづくり
４．若い力の育成、経済成長戦略2023の推進
５．都市活力の創出に向けたまちづくり
６．交流人口ビジネス活性化戦略の推進
７．防災・減災まちづくり
８．杜の都の環境づくり
９．地域で安心して暮らせる支援体制の充実
10．地域活性化の推進、市役所経営への挑戦
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新 ：令和２年度より新たに実施する事業

：令和２年度より事業内容を拡充等して実施する事業

【凡例】

※事業毎の額は、原則、万円未満切り捨て。

※本資料は新年度予算案のうち、主な事業等をまとめたもの。
取りまとめの関係上、当初予算案概要説明資料と柱の位置
づけ等が異なる場合がある。

拡
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若い力が育ち、活躍するまちへの挑戦

教育環境の充実 （Ｐ２）

※柱ごとの金額は、重点配分経費の合計
※◎新規，○拡充

■いじめ・不登校対策の推進 （◎いじめ相談支援窓口新設，◎「杜のひろば」増設 等）

■学習環境の充実 （◎読み書きに困難のある児童支援，◎病気療養児に対する教育 等）

■学校と地域との連携推進 （○コミュニティ・スクール推進）

■学校における働き方改革推進 （◎高等学校校務支援システム，◎電話自動音声案内）

令和２年度予算案：5,411億円 （令和元年度予算5,563億円）

柱１

多様な力で未来を創る、新たな杜の都への挑戦

子育て応援のまちづくり （Ｐ３）

■切れ目のない子育て支援 （◎子ども家庭応援センター， ○子ども医療費助成拡充 等）

■子どもの安全・安心の確保 （◎一時保護専用施設設置，◎養育費確保支援 等）

■待機児童解消に向けた取組み （認可保育所整備等補助，認定こども園整備費補助 等）

■地域社会全体で子ども・子育てを応援していく環境づくり （◎情報発信の充実 等）

若い力の育成 （Ｐ４）

■若者の発想を生かしたまちづくり （◎若者版市民協働事業提案制度 等）

■若者の地元定着 （◎大学・企業との連携による地方創生推進，◎高校生向け職業体験）

自然と共存する防災環境都市づくりへの挑戦 当初予算案：21億円柱３

防災・減災まちづくり （Ｐ７）

■震災10年を機とした経験と教訓の継承 （◎職員間伝承プログラム構築 等）

■被災者への継続的な支援 （被災者生活再建支援，被災者の健康支援）

■防災・減災の推進 （○仙台駅西口地区浸水被害軽減対策，○国土強靭化計画策定 等）

杜の都の環境づくり （Ｐ８）

■地球温暖化対策推進等 （○温室効果ガス削減アクションプログラム推進 等）

■ごみ減量・リサイクル推進 （◎ワンウェイプラスチック使用抑制,◎バイオプラスチック普及 等）

■百年の杜づくり推進 （○次期緑の基本計画策定，◎全国都市緑化フェア開催誘致）

創造と可能性への挑戦

経済成長戦略2023の推進 （Ｐ４）

（○仙台未来創造企業創出プログラム，○次世代放射光施設関連産業振興，◎スタートアップ・

エコシステム拠点都市推進，◎経済施策の首都圏等への情報発信 等）

柱２

都市活力の創出に向けたまちづくり （Ｐ５）

■都市計画マスタープラン等策定 （マスタープラン策定調査，都市交通施策検討）

■都心再構築プロジェクト （○市役所本庁舎建替，○定禅寺通活性化推進，◎（仮称）勾

当台ビジョン策定，○仙台駅西口公共空間あり方検討，◎都心交通環境再構築 等）

交流人口ビジネス活性化戦略の推進（Ｐ６）

■東京オリンピック・パラリンピック （○スポーツ交流推進， ◎東北ハウス設置 等）

■交流人口の拡大 （○体験プログラム創出，◎東北デスティネーションキャンペーン 等）

暮らしを守る安全・安心への挑戦柱４

地域で安心して暮らせる支援体制の充実 （Ｐ９）

■障害者等施策の充実 （◎基幹相談支援センター，◎中高年ひきこもり者居場所提供 等）

■高齢者施策の充実 （◎第１層生活支援コーディネーターの配置，〇介護人材確保 等）

■保健衛生施策の充実 （◎歩こう動こう脱メタボプロジェクト，○人と猫との共生支援 等）

■中山間地等への支援 （◎先端技術を活用した地域課題解決，○地域交通運行確保）

地域活性化の推進 （Ｐ１０）

（○地域コミュニティ体力強化，◎海辺からの発信，○六郷東部地区現地再建まちづくり 等）

市役所経営への挑戦 （Ｐ１０）

１
（○公民連携推進，◎人材育成基本方針改定，○ＲＰＡ導入，◎ＡＩ等先端技術導入 等）

当初予算案：35億円 当初予算案：29億円

当初予算案：46億円

当初予算案：11億円



教育環境の充実

○一人ひとりの児童・生徒の個性や発達に応じた学びの場を保障するため、不登校対策をはじめ多様な教育環境を充実させる。また、いじめの早期
発見・対応に引き続き取り組むとともに、地域全体で子どもを支える仕組みづくりを行う。

いじめ・不登校対策の推進

若い力が育ち、活躍するまちへの挑戦柱１

新
「杜のひろば」増設 1,298万円
現在市内７か所に設置している適応指導教室「杜のひろば」につい

て、新たに１か所増設し、不登校児童生徒への支援体制を強化する。

学校訪問対応相談員配置 1,360万円
学校訪問相談員を小中学校へ派遣し、別室等で対応しながら個々の

児童生徒への居場所づくりを行う。

拡

新
いじめ相談支援窓口新設 789万円
いじめに悩む児童生徒や保護者への相談支援のため、法律や心理

などの専門家を中心とした相談窓口を新たに設置する。

新
いじめ防止動画コンテスト 300万円
いじめ防止に関するインターネット動画を一般から募集し、入賞作品

の表彰と公開を行う。

さわやか相談員配置 2,872万円
児童生徒にとって心の拠り所であり、心の安定につながるさわやか相

談員の配置校の拡充を図る。

いじめ対策ハンドブック改定 123万円
スクールロイヤーの助言を得ながらいじめ対策ハンドブックを改定す

る。

拡

２

学校と地域との連携推進

コミュニティ・スクール推進 106万円
保護者や地域住民が学校運営に参加するコミュニティ・スクールを順

次導入し、地域全体で子どもを支える社会の構築を目指す。

学校における働き方改革推進

新
高等学校への校務支援システム導入 2,970万円
小中学校において導入している校務支援システムを、高等学校及び

中等教育学校にも導入する。

新
学校における電話自動音声案内導入 1,665万円
教職員の業務負担を軽減し、授業準備等に注力できる時間を確保

するため、勤務時間外における電話自動音声案内を導入する。

学習環境の充実

新
読み書きに困難のある児童の支援充実 291万円
読み書きに困難のある児童のつまづきを早期に把握し、改善するた

め、多層指導モデル教材を全小学校に導入する。

新

病気療養児に対する遠隔教育導入 65万円
院内学級がない病院に長期入院する病気療養児に対して、遠隔教

育の導入を行う。

プログラミング教育必修化対応 2,022万円
新学習指導要領の実施に伴い、小学校へプログラミング教材等の整

備を行う。

学校における情報化推進 2,524万円
新学習指導要領の全面実施を見据え、中学校へ大型掲示装置とタブ

レット端末を整備する。

就学援助の拡充 31,949万円
新たに就学援助の支給費目として「卒業アルバム代」を加え、支援の

充実を図る。

拡

拡

新

拡

拡



新
一時保護専用施設の設置 1,379万円
児童養護施設において、小規模なグループケアによる一時保護を実

施するための措置費の加算及び学習支援委託費補助を行う。

子どもの安全・安心の確保

認可保育所整備等補助（７か所新設分等） 15億8,530万円
認定こども園整備費補助（１か所移行分） 1,500万円
地域型保育事業施設整備費補助（13か所新設分） 3億1,200万円

３

子育て応援のまちづくり

若い力が育ち、活躍するまちへの挑戦柱１

○子どもたちが健やかに育ち、子育ての喜びを実感できるよう、子どもの成長段階に応じた支援と、地域をあげて子どもを守り育てる機運の醸成により、
子育て応援のまちづくりに向けて取り組む。

切れ目のない子育て支援

新
フッ化物歯面塗布助成 1,078万円
むし歯予防に効果的とされる、フッ化物歯面塗布の初回利用を公費

助成することにより、低年齢からのむし歯予防の普及啓発を図る。

発達相談事業 615万円
５歳児を対象に、セルフチェック表を郵送し、保護者が発達面で心配

なことがある場合に、区役所・総合支所で予約による発達相談を行う。
新 新

養育費確保支援 252万円
養育費の履行確保のため、弁護士相談や家庭裁判所等への同行支

援、養育費保証契約の保証料助成を行う。

中途退学未然防止等 1,860万円
支援対象者数の増加に対応するため、相談員を増員し、相談支援体

制の強化を図る。

新
児童館地域子育て支援室の整備・運営 4,374万円
土曜日や長期学校休業日を含め、児童館開館時間中を通して子育

て家庭支援を行うため、児童館10館で支援機能の充実を図る。

子ども家庭応援センター体制の構築 21万円
各区役所・宮城総合支所に、子ども・子育て家庭に対するワンストップ

の総合的な支援体制を構築する。

新

拡
子ども医療費助成の拡充 3,817万円
子育て家庭の経済的負担を軽減するため、子ども医療費助成の所得

制限基準の緩和を進めることとし、実施に向けたシステム改修等を行う。

拡

新
子育てに関する情報発信の充実 500万円
専用ホームページの開発等により、子育てに関する情報を必要とする

人に効果的に届けるための情報発信の充実を図る。

新
子どもの遊びの環境に関する調査・研究 500万円
子どもの遊び場に関する具体的なニーズや都市資源の状況と活用策

など、子どもの遊びの環境の充実に向けた調査・研究を行う。

地域社会全体で子どもの育ちと子育てを応援していく環境づくり

待機児童解消に向けた取組み

引き続き、多様な保育基盤の整備を促進することにより、待機児童の
解消を図る。

新
特定妊婦と疑われる者に対する産科受診等支援 46万円
特定妊婦と疑われる者に対し、産科等医療機関への同行支援や産

科受診に対する助成を行う。

子どもの居場所づくり支援 1,195万円
地域の子どもを対象とした食事の提供等を通じた居場所づくり（子ども

食堂）に要する経費の助成を行う。

拡



若い力の育成、経済成長戦略2023の推進

経済成長戦略2023の推進

若者の地元定着

４

創造と可能性への挑戦柱２

若い力が育ち、活躍するまちへの挑戦柱１

○暮らし、働く舞台として若い世代を惹きつけるとともに、未来を担う若者の視点を施策に生かしながら、創造の文化が息づくまちづくりを進める。
○「仙台市経済成長戦略2023」に基づき、「仙台・東北で暮らす人々が豊かさを実感できる未来」の実現に向けた取組みを戦略的に推進する。

若者の発想を生かしたまちづくり

若者版市民協働事業提案制度 100万円
若者からの柔軟なアイディア等を市政に反映するため、現行の市民

協働事業提案制度に新たに若者を対象とした募集枠を設ける。

若者の社会参加促進 150万円
「（仮称）まちづくり若者会議」及び「仙台若者アワード」を実施し、将来

のまちづくりにおける担い手の育成及び社会参加の促進を図る。

大学・企業との連携による地方創生推進 277万円
地元大学・企業との連携を強化し、大学での学修と地元企業でのイン

ターンシップ等を経て、地元企業への就職や将来的なUIJターンを促す。

高校生向け職業体験 650万円
高校生が地元企業の仕事を体験できるイベントを開催し、地域産業・

企業を知ることで、将来の地元企業への就職やUターンにつなげる。

新

新

①地元企業の更なる成長促進 ②イノベーションによる新たな成長の促進

③地域経済が成長するための基盤づくり

仙台未来創造企業創出プログラム 2,916万円
新規株式上場を目指す成長意欲の高い中小企業に対して、地域を

あげた集中支援を実施する。

拡

地域商社によるローカルブランディング及び外貨獲得支援 2,234万円
地域商社機能をもったプラットフォームを構築し、地域ブランド「都の

杜・仙台」を通じて域外への販路開拓、域内への誘客等を促進する。

経済施策の首都圏等への情報発信 874万円
域外からのヒト・モノ・カネ・プロジェクトの呼び込みに向けて、本市経

済施策の首都圏等への効果的かつ戦略的な情報発信を行う。

キャッシュレス決済等データ利活用プラットフォーム構築 900万円
中心部商店街におけるキャッシュレス決済等のデータを活用し、商店

街活性化、店舗の売り上げ向上につなげる仕組みづくりを行う。

新

新

次世代放射光施設関連産業振興 2,336万円
次世代放射光施設の利活用促進に向けた普及啓発、リサーチコンプ

レックス形成推進に向けた調査等を実施する。

拡

スタートアップ・エコシステム拠点都市推進 475万円
産学官金の連携によるスタートアップ支援を強化し、仙台・東北にお

けるスタートアップ・エコシステムの形成を加速させる。

BOSAI-TECH イノベーション創出促進 2,500万円
防災・減災分野の課題をIoTやAI、ロボット等の先端技術により解決を

図る新事業創出プログラム等を実施する。

新

新

中小企業事業継続力強化 50万円
中小企業の防災力の強化に向けて、商工会議所等と連携し、BCPや

事業継続力強化計画の策定支援を行う。

新

拡

新



都市活力の創出に向けたまちづくり

５

○持続的な都市活力の創出に向けて、利便性が高い魅力的な都市づくりを総合的に展開していくための「都市計画マスタープラン」等を策定するととも
に、経済活動や交流の中心的な舞台となる都心の機能強化を図る「都心再構築プロジェクト」を推進する。

創造と可能性への挑戦柱２

都市計画マスタープラン・都市交通プラン策定

都心再構築プロジェクト

拡
定禅寺通活性化推進 1億7,392万円
地元関係者等で構成される定禅寺通活性化検討会の支援や、道路

空間再構成及び公共空間利活用の検討を目的に社会実験等を行う。

市役所本庁舎建替 2億5,190万円
本庁舎建替に係る基本設計、低層部における民間活力の導入可能

性調査、執務空間設計等を行う。

拡

都市計画マスタープラン策定調査 550万円
将来を見据えた都市空間形成の指針となる次期都市計画マスタープ

ランの策定に向け素案をとりまとめるとともに、シンポジウムを開催する。

新たな都市交通政策検討調査 1,100万円
社会状況の変化を踏まえ、利便性の高い都心交通環境の整備や公

共交通のあり方など、次期都市交通プラン策定に向けた検討を行う。

仙台駅西口における公共空間のあり方検討 1,800万円
仙台駅西口において、今後想定される民間開発も視野に入れながら、

公共空間のあり方検討を行う。

都市開発支援事業 860万円
市街地再開発の事業化に向けた、地権者が行う計画コーディネート

業務に対する支援を行う。

都心交通環境の再構築 600万円
都心の賑わい向上に資する道路空間の再構成等に向け、西公園通

及び東二番丁通に関する検討を行う。

拡

新

新
（仮称）勾当台ビジョン策定 500万円
本庁舎建替や市民広場の一体的利活用策、定禅寺通活性化の検討

などを踏まえ、勾当台エリアの新たな方向性を示すビジョンを策定す
る。

ストック活用型都市再生推進 793万円
都心における民間の遊休不動産や道路・公園等の公共空間利活用を

促進するため、人材の発掘・育成を目的としたセミナー等を開催する。

勾当台公園の再整備方針策定調査 664万円
市民広場を含めた勾当台公園の再整備方針の策定に向け、調査・検

討等を行う。

まち再生・まち育て活動支援 62万円
通りやエリアの個性や実情に合わせた魅力的なまちづくりを促進するため、

地域主体の公共空間利活用等によるエリアマネジメント活動を支援する。

音楽ホール整備検討 1,854万円
楽都にふさわしい音楽ホールについて基本構想策定に向けたさらな

る検討を進めるとともに、シンポジウムを開催する。

新

新



交流人口ビジネス活性化戦略の推進

６

○「交流人口ビジネス活性化戦略」に基づき体験プログラム創出等の取組みを進めるとともに、東京オリンピック・パラリンピックを契機とした戦略的な
プロモーションによる誘客促進、ホストタウン事業による事前キャンプ受入やスポーツ・文化を通した交流などに取り組む。

創造と可能性への挑戦柱２

東京オリンピック・パラリンピックを契機とした交流促進 交流人口の拡大

拡
パラリンピックに向けた障害理解・交流促進 692万円
障害者スポーツのイベントやボランティア活動の支援を通じ、パラリン

ピックを契機とした障害理解のさらなる促進を図る。

拡
東京オリパラを契機としたスポーツ交流推進 2億8,500万円
イタリア共和国及びキューバ共和国の事前キャンプ受け入れや各競

技団体等と連携した相互交流事業のほか、機運醸成を図る事業等を実
施する。

拡
文化芸術連携事業 1,840万円
東京オリパラを契機とした「文化プログラム」や、東北復興をテーマとし

た舞台芸術事業などを実施する。

拡
東北へのインバウンド誘客促進 3,850万円
ホストタウンと連携した東北周遊促進、大会のチケットホルダーを対象

とした誘客促進を実施する。

拡
首都圏共同プロモーション 707万円
東北の復興の発信を目指し、首都圏への東北6市共同の祭り団体派

遣等による観光PR及び復興五輪に向けた機運醸成を行う。

東北ハウス設置 1,875万円
東北６県、新潟県及び東北経済連合会と連携し、大会期間中に設置

する「東北ハウス」を設置し、東北の復興や観光・物産情報を発信す
る。

新

拡
西部地区観光地域おこし協力隊 2,400万円
国の制度を活用し、首都圏等から人材を受け入れ、西部地区におけ

る観光地域づくりの担い手を育成する。

拡
体験プログラム創出 4,639万円
仙台観光国際協会内に専門チームを配置し、 1,000本の体験プログ

ラムの発掘・創出およびウェブサイトでの情報発信を行うとともに、新た
に体験プログラムを創出する事業者への支援等を行う。

東北デスティネーションキャンペーン 6,000万円
東北6県及びJRグループと協働して進める2021年の東北デスティネー

ションキャンペーン開催に向けた取組みを行う。

市内宿泊関連団体との協定に基づく連携 400万円
市内宿泊関連団体との連携協定に基づき、地域資源の発掘に向け

た勉強会やワークショップの開催等を実施し、宿泊促進につなげる。

拡
コンベンション誘致 6,715万円
国際会議等のコンベンションに加え、企業系会議等をターゲットとした

誘致セールスにも取り組むとともに、会議等の受入環境の充実を図る。

タイや台湾などを対象とした戦略的なプロモーション 8,166万円
タイや台湾など仙台空港直行便が就航する地域を主な対象に、各地

域の嗜好、特性をふまえたプロモーション等を実施する。

新

新

拡



防災・減災まちづくり

７

自然と共存する防災環境都市づくりへの挑戦柱３

震災10年を機とした経験と教訓を継承

中心部震災メモリアル拠点基本構想策定 800万円
震災の経験を未来へ伝える新たな核となる市中心部震災メモリアル

拠点について、基本構想を策定する。

新
職員間伝承プログラム構築 250万円
震災記録誌や震災エスノグラフィーの記録等を活用した職員間伝承

プログラムを大学と連携しながら構築する。

仙台防災未来フォーラム開催 3,787万円
市民が復興や防災を学び、日頃の活動を発信できる本フォーラムを、

震災10年を踏まえ規模を拡大して開催する。

新
ウェブサイトによる震災10年発信 528万円
多様な主体による復興の取組みの振り返りとともに、震災10年を迎え

る市民の声をウェブサイトで発信する。

拡

被災者への継続的な支援

被災者生活再建支援 3,683万円
復興公営住宅に入居するひとり暮らしの高齢者等に対し、緊急通報

や見守りサービス等を提供する。

被災者の健康支援 1,481万円
心と身体の健康状態を把握し、健康づくりや介護予防、心のケアなど

一人ひとりの状況に合わせたきめ細かな健康支援を行う。

新
若林区災害対応力強化事業PR 23万円
震災当時、若林区内各部署が行った災害対応のパネル展を行うほか、

年間を通して展開するさまざまな防災の取組みを発信する。

防災・減災の推進

①防災対策の強化

②災害対応力の強化

国土強靭化地域計画策定 394万円
防災環境都市の推進に資する施策の総合的かつ計画的な実施に

向けて、国土強靭化地域計画を策定する。

津波避難広報体制強化 7,970万円
東部沿岸地域において、プライベートLTE網を構築し、津波警報等

発表時に避難広報や情報収集を自動で行うドローンを整備する。

新
防災用ＩＰ無線整備 3,781万円
避難所などの防災拠点にIP無線を整備し、連絡体制の強化を図る。

拡

拡

新
荒浜訓練場街区訓練施設整備 640万円
住宅構造の変化による火災性状の急激な変化等に対応するため、

実践的な訓練場の整備を行う。

新
消防団充実強化 727万円
活動内容に対する理解と入団促進に向けた冊子・ポスター等を作成

するとともに、装備品の充実を図る。

台風19号を踏まえた避難所機能強化 2億5,960万円
指定避難所に毛布を追加配備するとともに、水害に強い物資保管

場所を確保する。

仙台駅西口地区浸水被害軽減対策 2億円
仙台駅西口地区の浸水被害軽減のため、雨水排水施設整備を

行う。

拡

○東日本大震災から十年目に入り、今後も記憶を風化させないためにも、震災の経験と教訓を次の時代へと継承していくとともに、防災環境都市とし
て、地震や近年多発する風水害など様々な災害に対応すべく都市の強じん化に取り組む。

拡



杜の都の環境づくり

８

○杜の都の環境づくりに向けて、事業者からの温室効果ガス排出削減など世界的に課題となっている地球温暖化対策に取り組むとともに、プラスチッ
クの資源循環をはじめとするごみ減量・リサイクルの取組み等を推進する。

地球温暖化対策推進等

①杜の都環境プラン・地球温暖化対策推進計画策定

次期プランの策定に向け中間案のパブリックコメントを実施すると
ともに、シンポジウム等を開催し、その内容を市民に広く周知する。

次期杜の都環境プラン策定 476万円

②温室効果ガス削減アクションプログラム推進

ごみ減量・リサイクル推進

①市民・事業者との協働によるごみ減量・リサイクル

②プラスチック資源循環の推進

百年の杜づくり推進

次期緑の基本計画策定 930万円

次期緑の基本計画策定に向け、市民意見や課題等を踏まえ、新たな
緑のまちづくりの方向性について検討を行う。

令和５年度の全国都市緑化フェア開催を誘致し、都市ブランドの発信
を図るとともに都市緑化意識の啓発に向け、開催内容の検討を行う。

全国都市緑化フェア開催誘致 2,009万円
新

次期計画の策定に向け中間案のパブリックコメントを実施すると
ともに、市民説明会を開催し、その内容を市民に広く周知する。

次期地球温暖化対策推進計画策定 224万円

拡
次期一般廃棄物処理基本計画策定 282万円

次期計画の策定に向け中間案のパブリックコメントを実施するととも
に、シンポジウム等を開催し、その内容を市民に広く周知する。

食品ロスダイアリー等を活用した啓発やフードドライブを実施するほ
か、ホテルや旅館等と連携して事業系食品ロス削減の啓発を行う。

食品ロス削減の推進 550万円

中小企業者への省エネ設備等導入補助 2,000万円
市域の温室効果ガス排出量の約６割を占める事業活動からの排出削

減を進める「温室効果ガス削減アクションプログラム」について、中小企
業者の幅広い参加を促すため、省エネ・再エネ設備や次世代自動車
導入のための補助を行う。

新

温室効果ガス削減アクションプログラム運営等 967万円
市職員と外部専門家が事業所を訪問し、計画書の作成支援や業種

業態に応じた助言などのきめ細かな支援を実施する。

拡
ワンウェイプラスチック使用抑制キャンペーン 212万円
レジ袋有料化の機会を捉え、市民団体や事業者と連携し削減に向け

た運動を展開する。

新

海洋プラスチック削減キャンペーン 947万円
市民参加の海岸清掃を荒浜地区で実施し、回収したプラスチックごみを

アート作品として展示するなど、プラスチックごみ削減の機運を醸成する。

新

バイオプラスチック普及促進 2,204万円
市民が清掃活動に使用する地域清掃用ごみ袋を環境負担の少ない

バイオマスプラスチック配合に切り替える。

製品プラスチックリサイクル実証事業 275万円
製品プラスチックと容器包装プラスチックを一括収集しリサイクルする

実証事業を実施する。

新

世界的・全国的な課題となっているプラスチックごみ対策について、
年間を通したキャンペーン等の実施により、資源循環社会の実現に向
けて市民の行動変革を促す。

拡

新

自然と共存する防災環境都市づくりへの挑戦柱３



地域で安心して暮らせる支援体制の充実

９

暮らしを守る安全・安心への挑戦柱４

障害者等施策の充実

基幹相談支援センター事業 154万円
複合的な課題を抱える障害児者やその家族への支援を強化するととも

に相談支援事業所等の人材育成を行い、相談支援体制の充実を図る。

新
中高年ひきこもり者向けの居場所の提供 169万円
ひきこもり状態が長期化した中高年齢者向けに、対人交流の機会や

安心して過ごすことができる居場所を提供し、社会参加の促進を図る。

高齢者施策の充実

第１層生活支援コーディネーターの配置 2,600万円
共通する地域課題の把握・分析や、支援の担い手である団体間での

連携強化などの役割を担う生活支援コーディネーターを配置する。

新

新

介護人材確保 337万円
新任・中堅介護職員の研修会、小学生向け出前授業や介護の職場

体験等、関係団体と連携し、離職防止など人材確保の取組みを行う。

認知症ピアサポート活動支援 53万円
認知症カフェ等に認知症当事者を講師として派遣し、当事者同士の

出会いを通じた活動を支援する。

新

保健衛生施策の充実

新

歩こう動こう脱メタボプロジェクト 687万円
メタボ予防・改善を目的に、市民の行動実践につながる働きかけとし

てウォーキングイベント等を開催する。

新

糖尿病性腎症予防モデル事業 53万円
透析に至る可能性が高い糖尿病性腎症を予防するため、保健指導

の手法や医療機関の連携体制の確立に向けたモデル事業を行う。

新

人と猫との共生支援 455万円
猫の適正な飼養・管理の推進に向け、セミナーの開催や普及啓発、

不妊去勢手術の助成拡大等を行う。

拡

中山間地等への支援

オンライン診療実証実験 1,042万円
高齢者等の通院負担の軽減が期待されるオンライン診療の普及に向

け、その有用性や安全性を検証するため、実証実験を行う。

障害者差別解消 1,712万円
障害当事者講師による企業・団体向けの研修や学生を対象とした

ワークショップ「ココロン・スクール」等の各種啓発を行う。

拡

新
先端技術を活用した地域課題解決事業 1,600万円
宮城地区西部において、ICTやＡＩ等の先端技術を活用し、様々な課

題解決に向けたモデル実証を行う。

地域交通運行確保・運行支援 6,132万円
地域住民や各種団体などとの協働により、地域の移動手段を確保す

るための取組みを支援する。

拡

○高齢者や障害のある方など誰もが地域の支え合いのもと、安心して暮らし続けることができる地域づくりに向け、多様な主体の連携による包括的な
生活支援体制の整備や地域交通の確保、先端技術を活用した新たな取組みを進める。

拡



地域活性化の推進、市役所経営への挑戦

10

地域活性化の推進

暮らしを守る安全・安心への挑戦柱４

市役所経営への挑戦

市役所経営への挑戦

拡

地域コミュニティ体力強化 757万円
町内会をはじめとする地域団体の運営や活動を多面的に支援する。

市民局

拡

学生参加による地域づくり推進 70万円
学生団体と町内会をマッチングし、地域の活性化を図る。

青葉区

宮城地区西部活性化 36万円
作並・新川地区における地域活性化支援等を行う。

宮城総合支所

海辺からの発信 82万円
沿岸部地域から震災の記憶や復興の歩みを発信する。

新
宮城野区

六郷東部地区現地再建まちづくり 2億5,751万円
東六郷小学校跡地をコミュニティ広場として整備する。

若林区

担い手交流推進事業 144万円
地域づくりの担い手同士の交流推進により、活動の活性化を図る。

太白区

泉西部地区活性化 406万円
地域の活性化に向け、住民主体の取組みや情報発信の支援を行う。

泉区

秋保体験観光創出支援 179万円
境野地区の体験観光創出や秋保そばのブランド強化を支援する。

秋保総合支所

拡

拡

新
総務事務センター設置 1,556万円
人事・労務部門の業務効率化を図るため、定型的業務を集約して外部

委託する総務事務センターの設置に向け、業務実施体制の構築等を進
める。

新
仙台市人材育成基本方針の改定 496万円
令和3年度に向け、人材育成基本方針の改定を行う。

拡

拡

新
ＡＩ等先端技術導入事業 561万円
議事録作成支援システム導入と窓口業務デジタル化実証実験を行う。

新総合計画策定 4,272万円
新総合計画策定に向けた審議会の運営とともに、パブリックコメントや

区民説明会などの市民参画事業などを行う。

公民連携推進 566万円
民間企業等との連携窓口「クロス・センダイ・ラボ」により提案を受け付

け、実現に向けた調整をサポートし、連携を推進する。

クラウド導入基本計画 2,655万円
情報システムのクラウド化について、実効性のある効果的な取組みとす

るため、課題事項やクラウド導入形態等を整理して基本計画を策定す
る。
ＲＰＡ導入及び利活用推進 7,717万円

RPAを全庁的に導入し、業務効率化を図る。

拡
コールセンター等整備 1億3,837万円
市政に関する定型的な問い合わせを一元的に受け付けるコールセン
ター等を整備する。

○暮らしの基盤である地域社会をより良いものとするため、複雑化する地域課題の解決や、地域の活性化に向けた取組みを進める。
○社会情勢の変化を的確にとらえた前例にとらわれない市役所経営を進める。

【新年度予算編成に当たっての主な財源の工夫】

・令和元年度をもって終了する事業等に要する財源活用：6.8億円

・積極的な歳入確保（貸地料等）：8.9億円

・特別会計からの繰入（駐車場特別会計等）：2.2億円

・事務事業見直し：1.5億円

19.4億円



参考資料
（歳入歳出予算の推移等）



総額（全会計）の推移

H28 H29 H30 R元 R2

企業会計 252,892 242,008 239,058 235,981 231,337

特別会計 331,400 321,307 301,036 316,977 306,378

一般会計 506,676 547,633 539,032 556,342 541,088

506,676 547,633 539,032 556,342 541,088 

331,400 
321,307 301,036 316,977 306,378 

252,892 242,008 
239,058 

235,981 
231,337 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

企業会計

特別会計

一般会計

○一般会計・特別会計・企業会計を合計した市全体の予算は１兆788億円で、前年度比305億円減少したものの、震災以降、引き
続き１兆円を超える高い水準。一般会計では、子ども・子育て支援関連経費等が増加した一方、低所得者・子育て世帯向けプ
レミアム付商品券の発行にかかる経費が減少したこと等により、前年度比152億円の減の5,411億円。

○特別会計は公債費の減少などにより106億円減少。
○企業会計はガス事業における原料費の減少などにより47億円減少。

-１-

（単位：百万円）



186,861 188,921 
211,308 218,949 217,874 

51,155 52,700 
45,157 

49,506 34,992 

61,014 57,847 
57,685 
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市税 繰入金 その他自主財源 国県支出金
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歳入予算額の推移と内訳

市税

217,874 

（40.3%）

国庫支出金

91,828 

（17.0%）

市債

51,757 

（9.5%）繰入金

34,992 

（6.5%）

諸収入

32,996 

（6.1%）

県支出金

26,728 

（4.9%）

地方消費税

交付金

26,312 

（4.9%）

地方交付税

19,294 

（3.6%）

使用料及び手数料

16,233 

（3.0%）

その他

23,074 

（4.2%）

依
存
財
源

自
主
財
源

○市税収入は、税率引き下げによる法人市民税の減少等により、前年度に比べて11億円減少。
○繰入金は、公共施設保全整備基金からの繰入の減少などにより、145億円減少。

（単位：百万円） 歳入予算の推移 R２年度 歳入予算の内訳

－２－

（単位：百万円）

506,676

547,633 539,032
556,342

541,088



歳出予算額（目的別）の推移と内訳

189,514 193,218 191,714 200,006 205,432

45,004

88,899 93,054
96,368 97,716

60,268

55,916 56,931
57,751 57,26877,488

80,973 75,876 63,107 56,951 34,950
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31,551

28,528 24,523
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506,676

547,633 539,032 556,342 541,088

健康福祉費

205,432 

（38.0%）

教育費

97,716 

（18.0%）

公債費

57,268 

（10.6%）

土木費

56,951 

（10.5%）

総務費

34,874 

（6.4%）

経済費

23,898 

（4.4%）

市民費

19,539 

（3.6%）

環境費

18,477 

（3.4%）

消防費

15,162 

（2.8%）

諸支出金

8,487 

（1.6%）

その他

3,284 

（0.7%）

〇総務費は、市庁舎整備基金造成積立の減少等により138億円の減少。
〇健康福祉費は、子ども・子育て支援関連経費等の増加を受けて、前年度に比べて54億円の増加。

歳出予算（目的別）の推移 R２年度 歳出予算（目的別）の内訳
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（単位：百万円）

（単位：百万円）



歳出予算額（性質別）の推移と内訳

68,026 

115,626 114,814 117,217 121,252 

102,767 

108,294 113,469 119,522 123,211 
60,086 

55,725 56,681 57,497 57,022 76,603 

74,202 71,494 60,055 58,580 
68,895 

69,805 70,329 78,965 74,823 39,819 

40,852 36,650 36,405 34,473 
45,746 

41,495 37,778 33,736 33,600 44,734 

41,634 37,817 
52,945 38,127 
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人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 繰出金 補助費等 その他

506,676

547,633 539,032 556,342 541,088

人件費

121,252 

（22.4%）

扶助費

123,211 

（22.8%）公債費

57,022 

（10.5%）

投資的経費

58,580 

（10.8%）

物件費

74,823 

（13.8%）

繰出金

34,473 

（6.4%）

補助費等

33,600 

（6.2%）

その他

38,127 

（7.1%）

（単位：百万円）

○人件費、社会保障関係費といった扶助費、借入金の返済である公債費を合わせた義務的経費は、会計年度任用職員の導入
や子ども・子育て支援関連経費等により、前年度に比べて72億円の増加。

○投資的経費は震災復興に係る経費が減少したこと等により、前年度に比べて15億円の減少。

義
務
的
経
費

歳出予算（性質別）の推移 R２年度 歳出予算（性質別）の内訳（単位：百万円）

－４－


	令和２年度�仙台市当初予算（案）の概要
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	参考資料�（歳入歳出予算の推移等）
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17

